
市税減免申請書　　　　　　　第40号様式
	　令和　　　年　　　月　　　日　

（あて先）　長崎市長

【申請者】
住所（所在地）　　　　　　　　　　　　  　　　　　
氏名（名称）代表者　　　　  　　　　　　 　　　　　  
　　　　　　　　　　　　　　
次のとおり法人市民税の減免をしてくださるよう証拠書類を添えて申請します。

	納　　税　　者
	住　所　（所在地）



	
	氏　名　（名　称）



	
	法 人 番 号
	

	年　度　

令和　 年 　月　 日～
令和　 年　 月　 日期分
令和 6 年度
	納　期　の　別　

　　　　　　　全　期　
　　　　　　　　分　　

　　　　　　　　　月　
	税　額　

　　　　　　　　　円

	当法人は、公益社団法人､公益財団法人及びこれに準ずるもので収益事業を行っておらず、また、
（以下、①~④のうち該当するものに〇をつける）
1 （　　 ）主として社会福祉法第２条第１項に規定する社会福祉事業を行うもの

2 （　　　）主として国及び地方自治体の補助金・交付金によって運営されているもの

3 （　　　）専ら災害事故防止に関する事業を行うもの

4 （　   ）地方税法第296条第１項に掲げる法人と、その性格及び事業内容が類似しているものであり、
当法人の性格及び事業内容は、別紙「地方税法第296条第1項に掲げる法人」のうち、 　(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　) に類似しているもの。
【類似している具体的な内容は以下のとおり】

であるため、長崎市税条例第３０条第１項第３号及び第４号並びに同条例施行規則第８条第３号の規定により法人市民税の減免を申請します。


【注】　１　この申請書には、減免を受けようとする理由を詳細に記載してください。

　　　　２　この申請書は、均等割申告の納期限(令和6年4月30日)までに提出してください。
　　　　３　この申請書には、総会資料（事業報告書及び決算報告書）の写しを添付してください。
【 記 載 要 領 】　市税減免申請書　　　　　　　第40号様式
 
	　令和　　年　　月　　日　
（あて先）　長崎市長

申　請　者

住　所（所在地）　法人・団体等の所在地　　　　　　　　
氏　名（名　称）　法人・団体等の名称及び代表者名　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※押印は不要です。

次のとおり法人市民税の減免をしてくださるよう証拠書類を添えて申請します。

	納　　税　　者
	住　所　（所在地）

法人･団体等の所在地

	
	氏　名　（名　称）

法人･団体等の名称

	
	法 人 番 号
	13桁の法人番号

	年　度　

令和　 年 　月　 日～
令和　 年　 月　 日期分
令和 ３ 年度
	納　期　の　別　


　　　　　　　全　期　

　　　　　　　　分　　

　　　　　　　　　月　
	税　額　


　　　　　　　　　円　　



	《減免を受けようとする理由》　　

当法人は、公益社団法人､公益財団法人及びこれに準ずるもので収益事業を行っておらず、また、
（以下、①~④のうち該当するものに〇をつける）
1 （　　 ）主として社会福祉法第２条第１項に規定する社会福祉事業を行うもの

2 （　　　）主として国及び地方自治体の補助金・交付金によって運営されているもの

3 （　　　）専ら災害事故防止に関する事業を行うもの

4 （　〇 ）地方税法第296条第１項に掲げる法人と、その性格及び事業内容が類似しているものであり、
当法人の性格及び事業内容は、別紙「地方税法第296条第1項に掲げる法人」のうち、 　
( 　●●組合、▲▲団体、□□会、など　　　　　　　　　) に類似しているもの。
【類似している具体的な内容は以下のとおり】
　
　　

であるため、長崎市税条例第３０条第１項第３号及び第４号並びに同条例施行規則第８条第３号の規定により法人市民税の減免を申請します。



【注】　１　この申請書には、減免を受けようとする理由を詳細に記載してください。

　　　　　　２　この申請書は、均等割申告の納期限(令和2年4月30日)までに提出してください。
　　　　　　３　この申請書には、総会資料（事業報告書及び決算報告書）の写しを添付してください。

※総会資料(事業･決算報告書等)が､減免申請書と同時に提出できない場合は、総会資料の提出予定日を必ず記入してください。→【例】○月○日総会開催のため、○月○日頃提出予定
公益法人等 《新規》





公益法人等 《新規》





減免理由


　いずれか４つの減免要件のうち、該当する内容に（〇）をつける。


※いずれにも該当しない場合は減免対象外。





年度


均等割申告書の


「事務所等を有していた期間」を記入。


【例：全期】


 令和2年4月1日


～令和3年３月３１日








税額


【例：全期】　50,000円


※年額50,000円×月数/12


　　　　　（100円未満は切り捨て）





類似している内容を具体的に記載してください。


※なお、総会資料(事業報告書)以外に、類似していることを示す書類があれば、併せて提出をお願いします。





納期の別


全期の場合は「全期分」となるため、「月」 を二重線で消す。


中途開設の場合は、１月未満を切り捨てた月数となるため、


「全期」を二重線で消して、その月数を記入する。


(例)令和元年11月15日設立　→　４月


(例)令和２年  3月15日設立　→　１月








